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１  ＴＯＫＹＯ ＰＲＯ Ｍａｒｋｅｔは、特定投資家等を対象とした市場であり、その上場会社は、高い投資リスク
を含んでいる場合があります。投資者は、ＴＯＫＹＯ ＰＲＯ Ｍａｒｋｅｔの上場会社に適用される上場適格性要
件及び適時開示基準並びに市場価格の変動に関するリスクに留意し、自らの責任で投資を行う必要があります。ま
た、投資者は、発行者情報により公表された情報を慎重に検討した上で投資判断を行う必要があります。特に、第
一部 第３ ４【事業等のリスク】において公表された情報を慎重に検討する必要があります。

２  発行者情報を公表した発行者のその公表の時における役員（金融商品取引法（以下「法」という。）第21条第１
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者情報のうちに重要な事項について虚偽の情報があり、又は公表すべき重要な事項若しくは誤解を生じさせないた
めに必要な重要な事実に関する情報が欠けていたときは、法第27条の34において準用する法第22条の規定に基づ
き、当該有価証券を取得した者に対し、情報が虚偽であり又は欠けていることにより生じた損害を賠償する責任を
負います。ただし、当該有価証券を取得した者がその取得の申込みの際に、情報が虚偽であり、又は欠けているこ
とを知っていたときは、この限りではありません。また、当該役員は、情報が虚偽であり又は欠けていることを知
らず、かつ、相当な注意を用いたにもかかわらず知ることができなかったことを証明したときは、上記賠償責任を
負いません。

３  ＴＯＫＹＯ ＰＲＯ Ｍａｒｋｅｔにおける取引所規則の枠組みは、基本的な部分において日本の一般的な取引所
金融商品市場に適用される取引所規則の枠組みと異なっています。すなわち、ＴＯＫＹＯ ＰＲＯ Ｍａｒｋｅｔに
おいては、Ｊ―Ａｄｖｉｓｅｒが重要な役割を担います。ＴＯＫＹＯ ＰＲＯ Ｍａｒｋｅｔの上場会社は、特定上
場有価証券に関する有価証券上場規程の特例（以下「特例」という。）に従って、各上場会社のために行動するＪ
―Ａｄｖｉｓｅｒを選任する必要があります。Ｊ―Ａｄｖｉｓｅｒの役割には、上場適格性要件に関する助言及び
指導、並びに上場申請手続のマネジメントが含まれます。これらの点について、投資者は、東京証券取引所のホー
ムページ等に掲げられるＴＯＫＹＯ ＰＲＯ Ｍａｒｋｅｔに係る諸規則に留意する必要があります。

４  東京証券取引所は、発行者情報の内容（発行者情報に虚偽の情報があるか否か、又は公表すべき事項若しくは誤
解を生じさせないために必要な重要な事実に関する情報が欠けているか否かという点を含みますが、これらに限ら
れません。）について、何らの表明又は保証等をしておらず、前記賠償責任その他の一切の責任を負いません。

【表紙】



第一部【企業情報】

第１【本国における法制等の概要】
　　　 該当事項はありません。
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回次 第13期（中間） 第14期（中間） 第15期（中間） 第13期 第14期

決算年月 2023年６月 2024年６月 2025年６月 2023年12月 2024年12月

売上高 （千円） 1,153,498 2,216,630 3,512,466 2,995,068 5,440,231

経常利益 （千円） 137,388 157,105 527,517 398,970 521,776

中間（当期）純利益 （千円） 95,211 110,372 369,805 282,562 378,207

持分法を適用した場

合の投資利益
（千円） － － － － －

資本金 （千円） 16,500 16,500 48,490 16,500 16,500

発行済株式総数 （株） 20,000 2,000,000 2,033,300 2,000,000 2,000,000

純資産額 （千円） 344,855 642,579 1,344,498 532,206 910,414

総資産額 （千円） 1,675,219 1,892,819 3,405,462 2,069,769 2,646,634

１株当たり配当額

（うち１株当たり中

間配当額）

（円） － － － － －

１株当たり中間（当

期）純利益
（円） 47.61 55.19 184.83 141.28 189.10

潜在株式調整後

１株当たり中間（当

期）純利益

（円） － 54.40 182.08 139.28 186.42

自己資本比率 （％） 20.5 33.9 39.4 25.7 34.4

自己資本利益率 （％） 32.1 18.8 32.8 72.4 52.5

株価収益率 （倍） － 19.2 12.2 7.5 5.6

配当性向 （％） － － － － －

営業活動によるキャ

ッシュ・フロー
（千円） 45,729 242,419 465,702 481,229 859,599

投資活動によるキャ

ッシュ・フロー
（千円） △13,041 △75,307 △77,125 △47,636 △221,707

財務活動によるキャ

ッシュ・フロー
（千円） 34,259 △254,089 205,518 62,102 △43,710

現金及び現金同等物

の中間期末（期末）

残高

（千円） 382,611 724,382 1,999,636 811,359 1,405,541

従業員数 （人） 43 [５] 81 [３] 141 [７] 58 [５] 115 [６]

第２【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．当社は2023年10月１日付けで普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行っております。第13期の期首に

当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産額、１株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整

後１株当たり中間（当期）純利益を算定しております。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

４．１株当たり配当額及び配当性向については、配当を行っていないため記載しておりません。

５．第13期（中間）の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は

第13期（中間）において非上場であり、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。第13期の潜在

株式調整後１株当たり当期純利益については、当社は2023年11月29日にTOKYO PRO Marketに上場したため、新

規上場日から期末日までの平均株価を期中平均株価とみなして算定しております。
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６．株価収益率については、第13期（中間）において当社株式が非上場であったため記載をしておりません。ま

た、第14期及び第15期（中間）において期中での売買実績がなく当該株価がないため、期末日及び中間期末日

前直近の日における株価を用いて算出しております。

７．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー含み、派遣社員を除く。）は、年間の平均人員を

[ ]外数で記載しております。

２【事業の内容】

当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について重要な変更はありません。

３【関係会社の状況】

当中間会計期間において、関係会社の状況について重要な変更はありません。

2025年６月30日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

141(７) 31.2 1.7 7,506

４【従業員の状況】

(1）発行者の状況

　（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマーを含み、派遣社員を除く。）は、年間の平均人

員を（）外数で記載しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．当社は不動産事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。

４．前事業年度末と比べ従業員数が26人増加しております。主な理由は、業容の拡大に伴い期中採用が増加した

ことによるものであります。

(2）労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第３【事業の状況】

１【業績等の概要】

（１）業績

当中間会計期間における我が国経済は、外国人旅行客の増加に伴うインバウンド消費の増加等の影響により、景

気は緩やかな回復基調で推移いたしました。しかしながら、米国の通商政策の動向による影響や中東情勢の影響に

より、依然として先行きは不透明な状況が続いております。

このような状況のもと、当社の扱う訳あり物件の買取再販事業は、営業エリアの拡大を目的とし、2025年１月に

神戸三宮支店、京都支店、熊本支店、2025年４月に立川支店を営業開始しております。マーケティング活動におい

ては、顧客認知度向上を目的とし、WEBメディアの拡大およびテレビ・ラジオ番組への出演の獲得に動いてまいり

ました。

また、全国各都道府県での空き家解消に向け、2025年４月に新潟県弥彦村、2025年６月に熊本県和水町と空き家

対策の推進に関する連携協定を締結するなど全国的に知名度の向上に動いてまいりました。

以上の結果、当中間会計期間における経営成績については、売上高3,512,466千円（前年同期比58.5％増）、営

業利益538,800千円（同218.5％増）、経常利益527,517千円（同235.8％増）、中間純利益369,805千円（同235.1％

増）となりました。

（２）キャッシュ・フローの状況

当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ594,094千円

増加し、1,999,636千円となりました。各キャッシュ・フローの状況とその要因は次の通りであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当中間会計期間において営業活動により増加した資金は465,702千円（前年同期は242,419千円の増加）となりま

した。これは主に、法人税等の支払額93,778千円、棚卸資産の増加額70,851千円などにより減少したものの、税引

前中間純利益527,517千円、未払金の増加額69,541千円、未払費用の増加額67,298千円などにより増加したことに

よるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当中間会計期間において投資活動により減少した資金は77,125千円（前年同期は75,307千円の減少）となりまし

た。これは主に、有形固定資産の取得による支出56,781千円、敷金及び保証金の差入による支出13,900千円などに

より減少したものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当中間会計期間において財務活動により増加した資金は205,518千円（前年同期は254,089千円の減少）となりま

した。これは主に、長期借入金の返済による支出147,408千円、短期借入金の純減少額102,176千円などにより減少

したものの、長期借入れによる収入414,125千円などにより増加したことによるものであります。
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区分
当中間会計期間

（自　2025年１月１日
至　2025年６月30日）

前年同期比（％）

不動産売買事業（千円） 2,943,837 44.3

その他（千円） 568,628 221.4

合計（千円） 3,512,466 58.5

相手先

前中間会計期間
（自　2024年１月１日
　至　2024年６月30日）

当中間会計期間
（自　2025年１月１日
　至　2025年６月30日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

ＭＴＩ株式会社 476,751 21.5 － －

２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

当社は生産活動を行っておりませんので、該当事項はありません。

(2）受注実績

当社は受注生産を行っておりませんので、該当事項はありません。

(3）販売実績

当中間会計期間の販売実績を示すと、次のとおりであります。なお、当社の事業セグメントは不動産事業の単一

セグメントのため、セグメント別の記載を省略し、事業区分別に記載しております。

なお、その他不動産関連事業の内容は、不動産賃貸や不動産仲介等であります。

（注）１．最近２中間会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のと

おりであります。

２．当中間会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合については、

総販売実績に対する割合が10％以上の相手先がいないため記載を省略しております。

３【対処すべき課題】

当中間会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。
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免許、許可、登録等の

別
有効期間 関連する法律 登録等の交付者 取り消し条項

宅地建物取引業者免許

国土交通大臣(１)第

10112号

2022年３月９日

から

2027年３月８日

宅地建物取引業法 国土交通大臣
同法第5条

及び第66条

４【事業等のリスク】

本発行者情報に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能

性のある事項には、以下のようなものがあります。

また、必ずしもリスク要因には該当しない事項につきましても、投資者の投資判断上、重要であると考えられる事

項につきましては、投資者に対する積極的な情報開示の観点から以下に開示しております。

なお、文中の将来に関する事項は本発行者情報公表日現在において当社が判断したものであり、将来において発生

する可能性があるリスクのすべてを網羅するものではありません。

（１）検索エンジンへの対応について

当社が集客のために運営しているWEBメディアには、大手検索エンジンを利用した検索から多くの物件売却希

望者が流入していますが、多くの場合予告なく実施される検索アルゴリズムの変更後には検索順位の変動が見込

まれるため、検索エンジンからの流入に依存し過ぎることには一定のリスクがあります。

当社は、リスティング広告の出稿やテレビCM等、流入経路の多様化を図ることで検索エンジンに依存しない体

制の整備に努めていますが、今後、検索アルゴリズムが変更され、変更された検索アルゴリズムへの対応が遅れ

た場合には、集客数が減少すること等により当社の経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。

（２）人材の確保について

当社の継続的な事業拡大のためには、質量ともに十分な人材の確保が重要と考えております。

そのため、新卒採用の開始や社内制度の拡充によるリファラル採用の強化等により量を確保するとともに、業

務の標準化・マニュアル化やAIの導入・利用拡大により質を担保することに努めておりますが、求人倍率の上昇

や当社事業の競争力低下等により十分な人材が確保できない場合には、計画通りに新規支店の出店ができないこ

と等により当社の経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。

（３）宅地建物取引士の資格保有者の採用

当社は、宅地建物取引業法に基づき、事業所ごとに法定の割合で常勤・専任の宅地建物取引士を設置する義務

を負っています。

当社は、資格未保有の従業員に対して無償での教材提供、受験料の会社負担、又、資格保有者に対する手当支

給などにより資格保有者の確保に努めておりますが、資格保有者は採用市場でも限られていることから採用難易

度は一定高く、又、従業員の資格取得が順調に進まない等により、有資格者の必要数が確保できない場合には、

計画通りに新規出店ができない、又、既存支店の業務運営に支障が生じる等により当社の経営成績等に影響を及

ぼす可能性があります。

（４）法的規制について

当社は、宅地建物取引業法に基づく免許を得て、事業活動を行っております。

当該免許は当社事業の根幹となるものであることから当然に、又、その他関連法令についても改正や改廃の有

無を適時にモニタリングできる体制を整備するとともに、業界団体を通じた情報収集を行っております。

本書公表日現在、当該免許が取り消しとなる事由やその他法令違反は発生しておりませんが、何らかの事由に

より免許が取り消しになる、又、関連法令の新設・改廃により新たな法的規制が設けられた場合には、当社の事

業運営に支障が生じる等により当社の経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。

- 6 -



（５）中古住宅に関する各種政策等による影響について

当社は、訳あり不動産を取り扱っていることから、新築住宅ではなく中古住宅が主な商材となります。

中古住宅に関しては、国土交通省が提唱する「フローからストックへ」や全国的な空き家問題を背景に、政府

や地方自治体による各種政策が導入されております。これらの政策は中古住宅市場全体の活性を促す一方で、新

規参入事業者を増加させる側面があることから、当社における仕入及び販売競争を激化させ、又、消費者意識の

変化により当社が提供する商材に対する消費者ニーズを厳格化させる可能性があります。

当社は、マーケティング力を活かした仕入効率の向上、継続的な新規支店の出店、業務のAI化による生産性の

向上等を通じて、競合優位性の強化に取り組んでまいりますが、これらの取り組みが想定通りの成果を発揮しな

い場合には、仕入・販売競争の激化により粗利率の低下や顧客ニーズに応える商材が確保できない、又、生産性

向上が実現できない、生産性向上のための追加費用が発生する等により当社の経営成績等に影響を及ぼす可能性

があります。

（６）仕入について

当社は、全国の訳あり物件を商材として仕入を行っています。

当社は、マーケティング力を強みとしつつ、全国各地に支店出店を行い有効な仕入エリアの拡大を図ること

で、仕入に関する競争力強化に努めております。また、2018年時点において、全国の居住目的のない空き家は

349万戸（国土交通省「空家等対策の推進に関する特別措置法の一部を改正する法律（令和５年法律第50号）に

ついて」より）あり、本書公表日現在においても劇的な減少は確認できないことから、潜在的な仕入余力は十分

にあるものと考えております。

しかしながら、空き家を含む不動産市況の変化や競合他社の増加、または何らかの事由により空き家自体が減

少することがあった場合には、仕入価格の上昇による粗利率の低下や仕入機会の減少等により当社の経営成績等

に影響を及ぼす可能性があります。

（７）競合について

不動産業界は、一般的に参入障壁が低いこともあり、業界自体はもちろんのこと、当社が属する中古住宅の分

野においても多くの協業他社が存在しております。

その中でも、当社は訳あり物件に注力していることや、マーケティング力を活かした効率的な仕入、継続的な

新規支店の出店による活動エリアの拡大、個別の物件情報に加えて過去事例を活用した査定プロセスにより競合

優位性の確保に努めておりますが、競合他社の動向によっては、仕入・販売競争の激化によって粗利率が低下す

る等により当社の経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。

（８）景気動向及び不動産市況について

不動産業界は、一般的に景気動向、金利動向、地価動向及び税制等の経済状況の影響を受けやすく、また主な

物件購入者である個人投資家は賃貸相場や金融機関の融資動向による影響を受けます。

当社は、このような外部環境の変化について定期的に分析し、販売価格や販売時期の見直しを行う柔軟な体制

を整えることでリスクの抑制に努めておりますが、何らかの事由より購入者の需要が悪化した場合には、粗利率

の低下や販売停滞による在庫の増加等により当社の経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。

（９）不動産に係る税制について

当社が取り扱う不動産は、その取得及び保有において、不動産取得税、固定資産税及び都市計画税等、様々な

課税の対象となり、政策や経済状況に応じて課税要件や税率が変更されることがあります。

何らかの事由により不動産に係る税制が改正され、当社の税負担が増加した場合には、当社の経営成績等に影

響を及ぼす可能性があります。

（10）自然災害、人為的災等について

火災その他自然災害、事故やテロ等の人為的災害が発生した場合、当社が所有する在庫が滅失、毀損又は劣化

することがあります。

当社は、原則として保有する物件に対して火災保険を付保することで一定のリスクヘッジを図っていますが、

保険でカバーできない範囲の被害が生じた場合には、当社の経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。

（11）在庫リスクについて

当社は、資金効率の向上を目的に、棚卸資産回転期間（在庫の保有期間）の短期化を図っております。

具体的には、「第三者のためにする契約」（注１、以下、「三為取引」。）を主に採用するとともに、業務シ

ステムにより販売活動の計画、実績の乖離を適時に把握することで、ひいては販売戦略、販売価格の見直しを適
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時に行える体制を整備しております。

しかしながら、市況の悪化等により想定する価格で販売できない、在庫の保有期間が長期する場合には、さら

なる販売価格の見直しや資金効率の低下等により当社の経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。

（12）有利子負債の依存及び資金調達について

当社は、各物件の取得資金等を自己資金に加えて金融機関からの借入によって調達しているため、有利子負債

への依存度は2023年12月期事業年度末58.0％、2024年12月期事業年度末44.3％、2025年６月末時点38.7％と比較

的高い水準にあります。そのため、市場金利の上昇は当社の経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があり

ます。

当社は、定期的に財務モニタリングを行うとともに、有利子負債比率やコスト効率の適正化に努めることで自

己資本の充実に注力しておりますが、何らかの事由により当社の信用力が低下したり、金融環境の変化等があっ

た場合には、資金調達が困難になる、又、金利負担が増加する等により当社の経営成績等に影響を及ぼす可能性

があります。

（13）資金繰りに関するリスク

当社は、事業活動の中で多額の資金を要する在庫を保有することがあり、それに伴って資金が長期的に固定化

する場合があります。

当社は、キャッシュフロー管理を徹底し、有利子負債や在庫回転の状況を考慮して運転資金を確保する体制を

整えておりますが、仕入が集中する、又、販売活動が停滞した場合には、有利子負債及び金利負担が増加する等

により当社の経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。

（14）訴訟等について

当社は、コンプライアンスの重要性を強く認識し、役職員に対して法令遵守を徹底させることで、法令違反等

の発生リスクの低減に努めております。

特に、当社は「訳あり物件」を多く取り扱う不動産会社であるため、一般的な不動産会社と比較して、訴訟に

発展するリスクは高くなる傾向にあります。この認識に基づき、当社が販売する不動産に関する物件情報につい

ては、宅地建物取引業法や景品表示法等の規制に抵触しない表現となるよう、十分に確認した上で提供しており

ます。

また、潜在的なトラブルを未然に防ぐため、物件に関する詳細なヒアリングを徹底し、さらに契約書には細心

の注意を払い、都度内容を改善して明記することで、透明性と正確性の向上に努めております。

現時点において、当社が被告として係争中の案件は複数件ありますが、いずれも金額的な重要性はないものと

認識しております。しかしながら、予期せぬトラブルにより、取引先または顧客等による訴訟やその他の請求が

発生する可能性は依然として存在します。これらの訴訟等の内容および結果によっては、当社の経営成績および

財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

（15）契約不適合について

当社は訳あり物件に注力して事業活動を行っていることから、その性質上、契約不適合責任が生じることがあ

ります。

当社は、仕入に際して可能な範囲で物件の調査を行いますが、例えば地中埋設物、土壌汚染、構造上の欠陥等

は通常の調査では判明しにくい場合があり、買主への物件引き渡し後に判明することがあります。これらの契約

不適合が判明した場合、当社は売主として、買主に対して補修、代替物の引き渡し、代金の減額、損害賠償又は

契約解除等の責任を負うこととなりますが、これらの責任を履行するための費用が取引による利益を上回ること

があるため、該当する事象が多数に及ぶ場合には、当社の経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。

（16）個人情報等の管理について

当社は、事業活動を通じて、個人情報等の重要な情報を多数取り扱っております。

そのため、情報漏洩を未然に防止することを目的に「個人情報の保護に関する法律」に基づいた社内規程の整

備、管理体制を整備し、役職員等に対して個人情報保護に係る指導を定期的に実施しております。また、アクセ

ス権限管理やセキュリティシステムの導入・更新を漏れなく行うことでシステム面での対策も行っております。

しかしながら、人為的なミスや内外からの不正又はサイバー攻撃により当社が保有する個人情報等が漏洩した

場合には、当社の信用力が低下し事業活動に支障が生じる、多額の損害賠償責任が生じる等により当社の経営成

績等に影響を及ぼす可能性があります。

（17）売上計上時期の集中及びそれに伴う収益発生時期の偏重リスクについて

当社は、営業担当者個々人の半期ごとの成果に応じた歩合賞与を支給するインセンティブ制度を導入してお
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り、累進で歩合率が上昇する設計としていることから、第２四半期及び第４四半期に買主への物件の引渡し日が

偏重することで、同様に売上高及び各段階利益も偏重する可能性があります。

（18）新規事業について

当社は、持続的な成長のため新たな事業分野への進出を検討しています。

新規事業の開始に際しては、事前に十分な市場及び競合調査や投資額の見積もり、回収可能性の蓋然性の検証

等を行うこととしておりますが、何らかの事由により計画通りに進捗しない場合には、投資額が想定を上回る、

投資額を回収できない等により当社の経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。

（19）特定の経営者への依存について

当社は、現在の経営陣の経営判断と事業執行に大きく依存しております。これは、経営陣がこれまで培ってき

た豊富な経験、専門的な知識、独自のノウハウ、および国内外の幅広いネットワークが、当社の競争力の重要な

源泉の一つとなっております。

しかしながら、何らかの理由により、現在の経営陣が当社の業務執行を継続することが困難になった場合、あ

るいは主要な経営陣の退任や異動があった場合には、当社の事業運営に支障が生じ、その結果として当社の事業

及び業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。

（20）大株主の状況に関するリスク

当社の代表取締役である河田憲二は、現段階では、安定株主であると認識しておりますが、本書公表日現在、

当社発行済株式総数の77.1％を保有しており、将来的に同氏により当社株式が売却された場合、当社株式の市場

価格や流通状況に影響を及ぼす可能性があります。

（21）新株予約権行使に伴う株主価値の希薄化

当社は、当社の役職員に対するインセンティブを目的としたストック・オプション制度を採用しております。

本書公表日現在における新株予約権における潜在株式は323,860株であり、発行済株式総数の2,033,300株の

15.9％に相当します。

これらストック・オプションが行使された場合、新株式が発行され、株式価値が希薄化する可能性がありま

す。

（22）担当J-Adviserとの契約の解除に関する事項について

当社は、株式会社東京証券取引所が運営を行っております証券市場TOKYO PRO Marketに上場しております。

当該市場においては、特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例102条の定めにより、TOKYO PRO 

Market上場企業は、東京証券取引所より認定を受けたいずれかの担当J-Adviserと、株式上場の適格性審査及び

株式上場後の上場適格性を維持するための指導、助言、審査などの各種業務を委託する担当J-Adviser契約（以

下、「当該契約」といいます。）を締結する義務があります。本書公表日時点において、当社がJ－Adviser契約

を締結しているのは株式会社日本Ｍ＆Ａセンター(以下、「同社」とします。)であり、同社とのJ－Adviser契約

において当社は、下記の義務の履行が求められております。下記の義務の履行を怠り、又はJ－Adviser契約に違

反した場合、相手方は、相当の期間(特段の事情のない限り１ヶ月)を定めてその義務の履行又は違反の是正を書

面で催告し、その催告期間内にその義務の履行又は違反の是正がなされなかったときは、J－Adviser契約を解除

することができる旨の定めがあります。

また、上記にかかわらず、当社及び同社は、両当事者による書面による合意又は相手方に対する１ヶ月前以上

の書面による通知を行うことにより、いつでもJ－Adviser契約を解約することができる旨の定めがあります。当

社が同社より上記の解除にかかる催告期間中において、下記の義務の履行又は違反の是正が果たせない場合、又

は同社に代わる担当J－Adviserを確保できない場合は、当社普通株式のTOKYO PRO Market上場廃止につながる可

能性があります。当該契約における契約解除に関する条項及び契約解除に係る事前催告に関する事項は以下のと

おりです。

なお、本発行者情報公表日現在において、当該契約の解除条項に該当する事象は生じておりません。

＜J-Adviser契約解除に関する条項＞

当社（以下、「甲」という。）が次のいずれかに該当する場合には、株式会社日本Ｍ＆Ａセンター（以下、

「乙」という。）はJ-Adviser契約（以下、「本契約」という。）を即日無催告解除することができる。

甲が次のいずれかに該当する場合には、乙は本契約を即日無催告解除することができる。

①債務超過

甲がその事業年度の末日に債務超過の状態である場合において、１年以内（審査対象事業年度の末日の翌日か

ら起算して１年を経過する日（当該１年を経過する日が甲の事業年度の末日に当たらないときは、当該1年を経
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過する日の後最初に到来する事業年度の末日）までの期間をいう。以下、本号において同じ。また「２年以内」

も同様。）に債務超過の状態でなくならなかったとき。ただし、甲が法律の規定に基づく再生手続若しくは更生

手続、産業活力の再生及び産業活動の革新に関する特別措置法（以下、「産活法」という。） 第2条第25項に規

定する特定認証紛争解決手続に基づく事業再生（当該手続が実施された場合における産活法第49条に規定する特

例の適用を受ける特定調停手続による場合も含む。）、産業競争力強化法第2条第16項に規定する特定認証紛争

解決手続に基づく事業再生（当該手続が実施された場合における産業競争力強化法第52条に規定する特例の適用

を受ける特定調停手続による場合も含む。）又は私的整理に関するガイドライン研究会による「私的整理に関す

るガイドライン」に基づく整理を行うことにより、当該１年を経過した日から起算して１年以内に債務超過の状

態でなくなることを計画している場合（乙が適当と認める場合に限る。）には、２年以内に債務超過の状態でな

くならなかったとき。

なお、乙が適当と認める場合に適合するかどうかの審査は、甲が審査対象事業年度に係る決算（上場会社が連

結財務諸表を作成すべき会社である場合には連結会計年度、連結財務諸表を作成すべき会社でない場合には事業

年度に係る決算とする。）の内容を開示するまでの間において、再建計画（本号但し書に定める１年以内に債務

超過の状態でなくなるための経営計画を含む。）を公表している場合を対象とし、甲が提出する当該再建計画並

びに次の（ａ）及び（ｂ）に定める書面に基づき行うものとする。

（ａ）次のイからハまでに掲げる場合の区分に従い、当該イからハまでに定める書面

イ　法律の規定に基づく再生手続又は更生手続を行う場合 当該再建計画が、再生計画又は更生計画として裁判

所の認可を得ているものであることを証する書面

ロ　産競法第２条第16項に規定する特定認証紛争解決手続に基づく事業再生（当該手続が実施された場合におけ

る産競法第52条に規定する特例の適用を受ける特定調停手続による場合も含む。）を行う場合 当該再建計

画が、当該手続にしたがって成立したものであることを証する書面

ハ　私的整理に関するガイドライン研究会による「私的整理に関するガイドライン」に基づく整理を行う場合 

当該再建計画が、当該ガイドラインにしたがって成立したものであることについて債権者が記載した書面

（ｂ）規程第311条第1項第5号但し書に規定する１年以内に債務超過の状態でなくなるための経営計画の前提とな

った重要な事項等が、公認会計士等により検討されたものであることについて当該公認会計士等が記載した

書面

②銀行取引の停止

甲が発行した手形等が不渡りとなり銀行取引が停止された場合又は停止されることが確実となった場合。

③破産手続、再生手続又は更生手続

甲が法律の規定に基づく会社の破産手続、再生手続若しくは更生手続を必要とするに至った場合（甲が、法律

に規定する破産手続、再生手続又は更生手続の原因があることにより、破産手続、再生手続又は更生手続を必要

と判断した場合）又はこれに準ずる状態になった場合。なお、これに準ずる状態になった場合とは、次のａから

ｃまでに掲げる場合その他甲が法律の規定に基づく会社の破産手続、再生手続又は更生手続を必要とするに至っ

た場合に準ずる状態になったと乙が認めた場合をいうものとし、当該ａからｃまでに掲げる場合には当該ａから

ｃまでに定める日に本号前段に該当するものとして取り扱う。

ａ　甲が債務超過又は支払不能に陥り又は陥るおそれがあるときなどで再建を目的としない法律に基づかない整

理を行う場合 甲から当該整理を行うことについての書面による報告を受けた日

ｂ　甲が、債務超過又は支払不能に陥り又は陥るおそれがあることなどにより事業活動の継続について困難であ

る旨又は断念する旨を取締役会等において決議又は決定した場合であって、事業の全部若しくは大部分の譲

渡又は解散について株主総会又は普通出資者総会に付議することの取締役会の決議を行った場合 甲から当

該事業の譲渡又は解散に関する取締役会の決議についての書面による報告を受けた日（事業の大部分の譲渡

の場合には、当該事業の譲渡が事業の大部分の譲渡であると乙が認めた日）

ｃ　甲が、財政状態の改善のために、債権者による債務の免除又は第三者による債務の引受若しくは弁済に関す

る合意を当該債権者又は第三者と行った場合（当該債務の免除の額又は債務の引受若しくは弁済の額が直前

事業年度の末日における債務の総額の100分の10に相当する額以上である場合に限る。）甲から当該合意を

行ったことについての書面による報告を受けた日

④前号に該当することとなった場合においても、甲が次のａからｃまでに該当する再建計画の開示を行った場合

には、原則として本契約の解除は行わないものとする。

ａ　次の（ａ）又は（ｂ）に定める場合に従い、当該（ａ）又は（ｂ）に定める事項に該当すること。

（ａ）甲が法律の規定に基づく再生手続又は更生手続を必要とするに至った場合 当該再建計画が、再生計画又

は更生計画として裁判所の認可を得られる見込みがあるものであること。

（ｂ）甲が前号ｃに規定する合意を行った場合 当該再建計画が、前号ｃに規定する債権者又は第三者の合意を

得ているものであること。

ｂ　当該再建計画に次の（ａ）及び（ｂ）に掲げる事項が記載されていること。
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（ａ）TOKYO PRO Marketに上場する有価証券の全部を消却するものでないこと。

（ｂ）前ａの（ａ）に規定する見込みがある旨及びその理由又は同（ｂ）に規定する合意がなされていること及

びそれを証する内容

ｃ　当該再建計画に上場廃止の原因となる事項が記載されているなど公益又は投資者保護の観点から適当でない

と認められるものでないこと。

⑤事業活動の停止

甲が事業活動を停止した場合（甲及びその連結子会社の事業活動が停止されたと乙が認めた場合）又はこれに

準ずる状態になった場合。なお、これに準ずる状態になった場合とは、次のａからｃまでに掲げる場合その他甲

が事業活動を停止した場合に準ずる状態になった場合と乙が認めた場合をいうものとし、当該ａからｃまでに掲

げる場合には当該ａからｃまでに掲げる日に同号に該当するものとして取り扱う。

ａ　甲が、合併により解散する場合のうち、合併に際して甲の株主に対してその株券等に代わる財産の全部又は

一部として次の（ａ）又は（ｂ）に該当する株券等を交付する場合は、原則として、合併がその効力を生ず

る日の３日前（休業日を除外する。）の日

（ａ）　TOKYO PRO Marketの上場株券等

（ｂ）　特例第132条の規定の適用を受け、速やかにTOKYO PRO Marketに上場される見込みのある株券等

ｂ　甲が、前ａに規定する合併以外の合併により解散する場合は、甲から当該合併に関する株主総会（普通出資

者総会を含む。）の決議についての書面による報告を受けた日（当該合併について株主総会の決議による承

認を要しない場合には、取締役会の決議（委員会設置会社にあっては、執行役の決定を含む。）についての

書面による報告を受けた日）

ｃ　甲が、ａ及び前ｂに規定する事由以外の事由により解散する場合（本条第3号ｂの規定の適用を受ける場合

を除く。）は、甲から当該解散の原因となる事由が発生した旨の書面による報告を受けた日

⑥不適当な合併等

甲が非上場会社の吸収合併又はこれに類するもの（ⅰ 非上場会社を完全子会社とする株式交換、ⅰの2 非上

場会社を子会社とする株式交付、ⅱ 会社分割による非上場会社からの事業の承継、ⅲ 非上場会社からの事業の

譲受け、ⅳ 会社分割による他の者への事業の承継、ⅴ 他の者への事業の譲渡、ⅵ 非上場会社との業務上の提

携、ⅶ 第三者割当による株式若しくは優先出資の割当て、ⅷ その他非上場会社の吸収合併又はⅰからⅶまでと

同等の効果をもたらすと認められる行為）で定める行為（以下本号において「吸収合併等」という。）を行った

場合に、甲が実質的な存続会社でないと乙が認めた場合

⑦支配株主との取引の健全性の毀損

第三者割当により甲の支配株主（甲の親会社又は甲の議決権の過半数を直接若しくは間接に保有する者）が異

動した場合（当該割当により交付された募集株式等の転換又は行使により支配株主が異動する見込みがある場合

を含む）において、支配株主との取引に関する健全性が著しく毀損されていると乙が認めるとき

⑧発行者情報等の提出遅延

甲が提出の義務を有する特定証券情報、発行者情報又は有価証券報告書等につき、特例及び法令に定める期間

内に提出しなかった場合で、乙がその遅延理由が適切でないと判断した場合

⑨虚偽記載又は不適正意見等

次のａ又はｂに該当する場合

ａ　甲が開示書類等に虚偽記載を行い、かつ、その影響が重大であると乙が認める場合

ｂ　甲の財務諸表等に添付される監査報告書等において、公認会計士等によって、監査報告書については「不適

正意見」又は「意見の表明をしない」旨（天災地変等、上場会社の責めに帰すべからざる事由によるもので

ある場合を除く。）が記載され、かつ、その影響が重大であると乙が認める場合

⑩法令違反及び上場契約違反等

甲が重大な法令違反又は特例に関する重大な違反を行った場合

⑪株式事務代行機関への委託

甲が株式事務を特例で定める株式事務代行機関に委託しないこととなった場合又は委託しないこととなること

が確実となった場合

⑫株式の譲渡制限

甲がTOKYO PRO Marketに上場する株式の譲渡につき制限を行うこととした場合

⑬完全子会社化

甲が株式交換又は株式移転により他の会社の完全子会社となる場合

⑭指定振替機関における取扱い

甲が発行する株券が指定振替機関の振替業における取扱いの対象とならないこととなった場合

⑮株主の権利の不当な制限

甲が次のａからｇまでのいずれかに掲げる行為を行っている場合において、株主の権利内容及びその行使が不
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当に制限されていると乙が認めた場合その他株主の権利内容及びその行使が不当に制限されていると乙が認めた

場合をいう。

ａ　買収者以外の株主であることを行使又は割当ての条件とする新株予約権を株主割当て等の形で発行する買収

防衛策（以下「ライツプラン」という。）のうち、行使価額が株式の時価より著しく低い新株予約権を導入

時点の株主等に対し割り当てておくものの導入（実質的に買収防衛策の発動の時点の株主に割り当てるため

に、導入時点において暫定的に特定の者に割り当てておく場合を除く。）

ｂ　ライツプランのうち、株主総会で取締役の過半数の交代が決議された場合においても、なお廃止又は不発動

とすることができないものの導入

ｃ　拒否権付種類株式のうち、取締役の過半数の選解任その他の重要な事項について種類株主総会の決議を要す

る旨の定めがなされたものの発行に係る決議又は決定（持株会社である甲の主要な事業を行っている子会社

が拒否権付種類株式又は取締役選任権付種類株式を甲以外の者を割当先として発行する場合において、当該

種類株式の発行が甲に対する買収の実現を困難にする方策であると乙が認めるときは、甲が重要な事項につ

いて種類株主総会の決議を要する旨の定めがなされた拒否権付種類株式を発行するものとして取り扱

う。）。

ｄ　TOKYO PRO Marketに上場している株券について、株主総会において議決権を行使することができる事項のう

ち取締役の過半数の選解任その他の重要な事項について制限のある種類の株式への変更に係る決議又は決

定。

ｅ　TOKYO PRO Marketに上場している株券より議決権の多い株式（取締役の選解任その他の重要な事項について

株主総会において一個の議決権を行使することができる数の株式に係る剰余金の配当請求権その他の経済的

利益を受ける権利の価額等がTOKYO PRO Marketに上場している株券より低い株式をいう。）の発行に係る決

議又は決定。

ｆ　議決権の比率が300％を超える第三者割当に係る決議又は決定。

ｇ　株主総会における議決権を失う株主が生じることとなる株式併合その他同等の効果をもたらす行為に係る決

議又は決定。

⑯全部取得

甲がTOKYO PRO Marketに上場している株券に係る株式の全部を取得する場合。

⑰反社会的勢力の関与

甲が反社会的勢力の関与を受けている事実が判明した場合において、その実態がTOKYO PRO Marketの市場に対

する株主及び投資者の信頼を著しく毀損したと乙が認めるとき。

⑱その他

前各号のほか、公益又は投資者保護のため、乙若しくは東証が上場廃止を適当と認めた場合。

５【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

６【研究開発活動】

該当事項はありません。

- 12 -



　2025年６月30日現在

事業所名

（所在地）
設備の内容

帳簿価額（千円）
従業員数

（人）建物 車両運搬具
工具、器具及

び備品
合計

立川支店他３支店

（東京都立川市）
内装設備等 23,046 2,219 793 26,058 17

第４【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

　当中間会計期間において、以下の設備を取得しております。

　（注）上記の金額には消費税等は含まれておりません。

事業所名

（所在地）
設備の内容

投資予定金額

資金調達方法

着手及び完了予定年月

完成後の増加能力総額

(千円)

既支払額

(千円)
着手 完了

金沢支店

(石川県)
内装設備等 8,180 － 自己資金 2025年10月 2025年11月 （注）２

松山支店

(愛媛県)
内装設備等 11,363 － 自己資金 2025年10月 2025年11月 （注）２

岐阜支店

(岐阜県)
内装設備等 10,000 － 自己資金 2025年10月 2025年11月 （注）２

２【設備の新設、除却等の計画】

(1）重要な設備の新設

（注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

２．完成後の増加能力につきましては、合理的に算定できないため記載しておりません。

(2）重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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記名・無記名の
別、額面・無額
面の別及び種類

発行可能株式
総数（株）

未発行株式数
（株）

中間会計期間末
現在発行数（株）
（2025年６月30

日）

公表日現在発行数
（株）

（2025年９月30
日）

上場金融商品取
引所名又は登録
認可金融商品取

引業協会名

内容

普通株式 8,000,000 5,966,700 2,033,300 2,033,300

東京証券取引所

TOKYO PRO

Market

権利内容に

何ら限定の

ない当社に

おける標準

となる株式

であり、単

元株式数は

100株であ

ります。

計 8,000,000 5,966,700 2,033,300 2,033,300 － －

第５【発行者の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

区分
最近中間会計期間末現在

（2025年６月30日）
公表日の前月末現在
（2025年８月31日）

新株予約権の数（個） 1,000 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 100,000（注）２、８ 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円） 900(注)３、４、８ 同左

新株予約権の行使期間
自 2025年４月１日

至 2027年３月31日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　900（注）８

資本組入額　450（注）８
同左

新株予約権の行使の条件 （注）５ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
当社取締役会の決議による

承認を要するものとする
同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）７ 同左

調整後付与株式数　＝　調整前付与株式数　×　分割・併合の比率

調整後払込金額　＝　調整前払込金額　×
１

分割・併合の比率

（２）【新株予約権等の状況】

第１回新株予約権（2022年１月14日 臨時株主総会決議）

（注）１．本新株予約権は、新株予約権１個につき886円にて有償発行しております。

２．新株予約権の割当日後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により付与株式数を調整、調整

の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てるものとします。

３．新株予約権の割当日後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整

により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

４．新株予約権の割当日後に時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式に
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調整後払込金額　＝　調整前払込金額　×
既発行株式数＋

新規発行株式数金額×１株当たり払込金額

１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行株式数

年度 売上高 売上総利益

2022年12月期 950,000,000円 361,000,000円

2023年12月期 1,100,000,000円 418,000,000円

2024年12月期 1,270,000,000円 482,000,000円

より払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

５．新株予約権の行使の条件は以下のとおりであります。

①　新株予約権の割当を受けた者は、当社の取締役の地位をも有しなくなった場合は、本新株予約権を行使する

ことができない。但し、任期満了による退任等正当な事由により上記地位を失った場合において、当社が取

締役会の決議により、特に新株予約権の行使を認めた者については、この限りではない。

②　本新株予約権の行使は、行使しようとする本新株予約権又は新株予約権者について取得事由が発生していな

いことを条件とし、取得事由が生じた本新株予約権の行使は認められないものとする。但し、当社が取締役

会の決議により特に行使を認めた場合はこの限りでない。

③　本新株予約権の行使は１新株予約権単位で行うものとし、各新株予約権の一部の行使は認められないものと

する。

④　本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式数を超過することとなる

ときは、当該本新株予約権の行使は認められないものとする。

⑤　新株予約権者が1個又は複数の本新株予約権を行使した場合に、当該行使により当該新株予約権者に対して

発行される株式数は整数（当社が単元株制度を導入した場合は一単元の株式数の整数倍）でなければなら

ず、１株（当社が単元株制度を導入した場合は一単元の株式数）未満の部分についてはこれを切り捨て、株

式は割り当てられないものとする。かかる端数等の切り捨てについて金銭による調整は行わない。

⑥　新株予約権者が死亡した場合には、その相続人は本新株予約権を行使することはできない。但し、当社が取

締役会の決議により特に行使を認めた場合はこの限りではない。

⑦　本新株予約権は、以下の各号の条件をいずれも満たした場合に限り行使することができる。

(a)2022年12月末日、2023年12月末日及び2024年12月末日に終了する当社の各事業年度における売上高が、以下

の目標数値を2期以上上回ること。

(b)2022年12月末日、2023年12月末日及び2024年12月末日に終了する当社の各事業年度における売上総利益が、

以下の目標数値を２期以上上回ること。

＜目標数値＞

６．新株予約権の取得に関する事項

当社は、以下の事由が生じた未行使の本新株予約権の全部又は一部を、当社の取締役会の決議により別途定

める日をもって無償で取得することができる。なお、当該新株予約権の一部を取得する場合は、取締役会の決

議により取得する新株予約権を決定する。

①　当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議

案、又は当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案につき当社株主総会で承認

された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社の取締役会の決議がなされた場合）

②　新株予約権者が権利行使の条件を充たさなくなった場合

③　新株予約権者が当社所定の書面により新株予約権の全部又は一部を放棄した場合

７．組織再編行為の際の新株予約権の取り扱い

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以

上を総称して、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点において残存

する本新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法

第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の

条件に基づきそれぞれ交付する。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を

新たに発行する。但し、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合

併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限る。

①　交付する再編対象会社の新株予約権の数

本新株予約権の新株予約権者が保有する本新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

②　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類
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区分
最近中間会計期間末現在

（2025年６月30日）
公表日の前月末現在
（2025年８月31日）

新株予約権の数（個） 825 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 82,500（注）１、７ 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円） 900(注)２、３、７ 同左

新株予約権の行使期間
自 2024年１月15日

至 2032年１月14日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　900（注）７

資本組入額　450（注）７
同左

新株予約権の行使の条件 （注）４ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
当社取締役会の決議による

承認を要するものとする
同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）６ 同左

調整後付与株式数　＝　調整前付与株式数　×　分割・併合の比率

再編対象会社の普通株式とする。

③　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記（注）１．に準じて決定する。

④　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、上記（注）２．で定められる行使価額を

組織再編行為の条件等を勘案の上、調整して得られる再編後払込金額に上記６．③に従って決定される当該新

株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。

⑤　新株予約権を行使することができる期間

上記表の「新株予約権の行使期間」に定める行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうち、いずれか

遅い日から、上記表の「新株予約権の行使期間」に定める行使期間の満了日までとする。

⑥　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記表の「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額(円)」に準じて決

定する。

⑦　譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要する。

⑧　新株予約権の行使の条件

　　上記（注）４．に準じて決定する。

⑨　新株予約権の取得事由および条件

　　上記（注）５．に準じて決定する。

８．2023年９月６日開催の取締役会決議により、2023年10月１日を効力発生日として普通株式１株につき100株

の株式分割を実施いたしました。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払

込金額」及び「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されてお

ります。

第２回新株予約権（2022年１月14日 臨時株主総会決議）

（注）１．新株予約権の割当日後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により付与株式数を調整、調整

の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てるものとする。

２．新株予約権の割当日後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整
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調整後払込金額　＝　調整前払込金額　×
１

分割・併合の比率

調整後払込金額　＝　調整前払込金額　×
既発行株式数＋

新規発行株式数金額×１株当たり払込金額

１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行株式数

により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

３．新株予約権の割当日後に時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式に

より払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

４．新株予約権の行使の条件は以下のとおりであります。

①　当社の取締役又は従業員として新株予約権の割当を受けた者は、当社又は当社子会社（会社法第２条第３号

に定める子会社を意味する。以下同じ。）の取締役又は従業員のいずれの地位をも有しなくなった場合は、

本新株予約権を行使することができない。但し、任期満了による退任、定年退職、会社都合による退職（懲

戒解雇を除く。）等正当な事由により上記地位を失った場合において、当社が取締役会の決議により、特に

新株予約権の行使を認めた者については、この限りではない。

②　本新株予約権の行使は、行使しようとする本新株予約権又は新株予約権者について取得事由が発生していな

いことを条件とし、取得事由が生じた本新株予約権の行使は認められないものとする。但し、当社が取締役

会の決議により特に行使を認めた場合はこの限りでない。

③　本新株予約権の行使は１新株予約権単位で行うものとし、各新株予約権の一部の行使は認められないものと

する。

④　本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式数を超過することとなる

ときは、当該本新株予約権の行使は認められないものとする。

⑤　新株予約権者が１個又は複数の本新株予約権を行使した場合に、当該行使により当該新株予約権者に対して

発行される株式数は整数（当社が単元株制度を導入した場合は一単元の株式数の整数倍）でなければなら

ず、１株（当社が単元株制度を導入した場合は一単元の株式数）未満の部分についてはこれを切り捨て、株

式は割り当てられないものとする。かかる端数等の切り捨てについて金銭による調整は行わない。

⑥　新株予約権者が死亡した場合には、その相続人は本新株予約権を行使することはできない。但し、当社が取

締役会の決議により特に行使を認めた場合はこの限りではない。

⑦　上記①乃至⑥の定めにかかわらず、新株予約権者は、当社の普通株式が金融証券取引所に上場していない場

合は、本新株予約権を行使することができないものとする。

５．新株予約権の取得に関する事項

当社は、以下の事由が生じた未行使の本新株予約権の全部又は一部を、当社の取締役会の決議により別途定

める日をもって無償で取得することができる。なお、当該新株予約権の一部を取得する場合は、取締役会の決

議により取得する新株予約権を決定する。

①　当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議

案、又は当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案につき当社株主総会で承

認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社の取締役会の決議がなされた場合）

②　新株予約権者が権利行使の条件を充たさなくなった場合

③　新株予約権者が当社所定の書面により新株予約権の全部又は一部を放棄した場合

６．組織再編行為の際の新株予約権の取り扱い

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以

上を総称して、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点において残存

する本新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法

第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の

条件に基づきそれぞれ交付する。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を

新たに発行する。但し、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合

併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限る。

①　交付する再編対象会社の新株予約権の数

本新株予約権の新株予約権者が保有する本新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

②　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類
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区分
最近中間会計期間末現在

（2025年６月30日）
公表日の前月末現在
（2025年８月31日）

新株予約権の数（個） 113,660 113,360

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 113,660(注)１ 113,360(注)１

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,059(注)２，３ 同左

新株予約権の行使期間
自 2026年１月16日

　至 2034年１月15日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　1,059

資本組入額　530
同左

新株予約権の行使の条件 （注）４ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
当社取締役会の決議による

承認を要するものとする
同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）６ 同左

調整後付与株式数　＝　調整前付与株式数　×　分割・併合の比率

再編対象会社の普通株式とする。

③　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記（注）１．に準じて決定する。

④　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、上記（注）２．で定められる行使価額を

組織再編行為の条件等を勘案の上、調整して得られる再編後払込金額に上記６．③に従って決定される当該新

株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。

⑤　新株予約権を行使することができる期間

上記表の「新株予約権の行使期間」に定める行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうち、いずれか

遅い日から、上記表の「新株予約権の行使期間」に定める行使期間の満了日までとする。

⑥　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記表の「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額(円)」に準じて決

定する。

⑦　譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要する。

⑧　新株予約権の行使の条件

　　上記（注）４．に準じて決定する。

⑨　新株予約権の取得事由および条件

　　上記（注）５．に準じて決定する。

７．2023年９月６日開催の取締役会決議により、2023年10月１日を効力発生日として普通株式１株につき100株

の株式分割を実施いたしました。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払

込金額」及び「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されてお

ります。

第３回新株予約権（2024年１月15日 取締役会決議）

（注）１．新株予約権の割当日後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により付与株式数を調整、調整

の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てるものとする。

２．新株予約権の割当日後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整
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調整後払込金額　＝　調整前払込金額　×
１

分割・併合の比率

調整後払込金額　＝　調整前払込金額　×
既発行株式数＋

新規発行株式数金額×１株当たり払込金額

１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行株式数

により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

３．新株予約権の割当日後に時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式に

より払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

４．新株予約権の行使の条件は以下のとおりであります。

①　当社の取締役又は従業員として新株予約権の割当を受けた者は、当社又は当社子会社（会社法第２条第３号

に定める子会社を意味する。以下同じ。）の取締役又は従業員のいずれの地位をも有しなくなった場合は、

本新株予約権を行使することができない。但し、任期満了による退任、定年退職、会社都合による退職（懲

戒解雇を除く。）等正当な事由により上記地位を失った場合において、当社が取締役会の決議により、特に

新株予約権の行使を認めた者については、この限りではない。

②　本新株予約権の行使は、行使しようとする本新株予約権又は新株予約権者について取得事由が発生していな

いことを条件とし、取得事由が生じた本新株予約権の行使は認められないものとする。但し、当社が取締役

会の決議により特に行使を認めた場合はこの限りでない。

③　本新株予約権の行使は１新株予約権単位で行うものとし、各新株予約権の一部の行使は認められないものと

する。

④　本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式数を超過することとなる

ときは、当該本新株予約権の行使は認められないものとする。

⑤　新株予約権者が１個又は複数の本新株予約権を行使した場合に、当該行使により当該新株予約権者に対して

発行される株式数は整数（当社が単元株制度を導入した場合は一単元の株式数の整数倍）でなければなら

ず、１株（当社が単元株制度を導入した場合は一単元の株式数）未満の部分についてはこれを切り捨て、株

式は割り当てられないものとする。かかる端数等の切り捨てについて金銭による調整は行わない。

⑥　新株予約権者が死亡した場合には、その相続人は本新株予約権を行使することはできない。但し、当社が取

締役会の決議により特に行使を認めた場合はこの限りではない。

⑦　上記①乃至⑥の定めにかかわらず、新株予約権者は、当社の普通株式が TOKYOPRO Market を除く金融証券

取引所に上場していない場合は、本新株予約権を行使することができないものとする。

５．新株予約権の取得に関する事項

当社は、以下の事由が生じた未行使の本新株予約権の全部又は一部を、当社の取締役会の決議により別途定

める日をもって無償で取得することができる。なお、当該新株予約権の一部を取得する場合は、取締役会の決

議により取得する新株予約権を決定する。

①　当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議

案、又は当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案につき当社株主総会で承

認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社の取締役会の決議がなされた場合）

②　新株予約権者が権利行使の条件を充たさなくなった場合

③　新株予約権者が当社所定の書面により新株予約権の全部又は一部を放棄した場合

６．組織再編行為の際の新株予約権の取り扱い

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以

上を総称して、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点において残存

する本新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法

第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の

条件に基づきそれぞれ交付する。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を

新たに発行する。但し、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合

併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限る。

①　交付する再編対象会社の新株予約権の数

本新株予約権の新株予約権者が保有する本新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

②　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類
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区分
最近中間会計期間末現在

（2025年６月30日）
公表日の前月末現在
（2025年８月31日）

新株予約権の数（個） 120 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 12,000(注)１ 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円） 2,255(注)２，３ 同左

新株予約権の行使期間
自 2027年６月10日

　至 2035年６月９日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　2,255

資本組入額　1,127.5
同左

新株予約権の行使の条件 （注）４ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
当社取締役会の決議による

承認を要するものとする
同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）６ 同左

調整後払込金額　＝　調整前払込金額　×
１

分割・併合の比率

再編対象会社の普通株式とする。

③　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記（注）１．に準じて決定する。

④　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、上記（注）２．で定められる行使価額を

組織再編行為の条件等を勘案の上、調整して得られる再編後払込金額に上記６．③に従って決定される当該新

株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。

⑤　新株予約権を行使することができる期間

上記表の「新株予約権の行使期間」に定める行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうち、いずれか

遅い日から、上記表の「新株予約権の行使期間」に定める行使期間の満了日までとする。

⑥　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記表の「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額(円)」に準じて決

定する。

⑦　譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要する。

⑧　新株予約権の行使の条件

　　上記（注）４．に準じて決定する。

⑨　新株予約権の取得事由および条件

　　上記（注）５．に準じて決定する。

第４回新株予約権（2025年６月９日 取締役会決議）

（注）１．新株予約権の割当日後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により付与株式数を調整、調整

の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てるものとする。

調整後付与株式数　＝　調整前付与株式数　×　分割・併合の比率

２．新株予約権の割当日後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整

により生ずる１円未満の端数は切り上げる。
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調整後払込金額　＝　調整前払込金額　×
既発行株式数＋

新規発行株式数金額×１株当たり払込金額

１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行株式数

３．新株予約権の割当日後に時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式に

より払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

４．新株予約権の行使の条件は以下のとおりであります。

①　当社の取締役又は従業員として新株予約権の割当を受けた者は、当社又は当社子会社（会社法第２条第３号

に定める子会社を意味する。以下同じ。）の取締役又は従業員のいずれの地位をも有しなくなった場合は、本新

株予約権を行使することができない。但し、任期満了による退任、定年退職、会社都合による退職（懲戒解雇を

除く。）等正当な事由により上記地位を失った場合において、当社が取締役会の決議により、特に新株予約権の

行使を認めた者については、この限りではない。

②　本新株予約権の行使は、行使しようとする本新株予約権又は新株予約権者について取得事由が発生していな

いことを条件とし、取得事由が生じた本新株予約権の行使は認められないものとする。但し、当社が取締役会の

決議により特に行使を認めた場合はこの限りでない。

③　本新株予約権の行使は１新株予約権単位で行うものとし、各新株予約権の一部の行使は認められないものと

する。

④　本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式数を超過することとなる

ときは、当該本新株予約権の行使は認められないものとする。

⑤　新株予約権者が１個又は複数の本新株予約権を行使した場合に、当該行使により当該新株予約権者に対して

発行される株式数は整数（当社が単元株制度を導入した場合は一単元の株式数の整数倍）でなければならず、１

株（当社が単元株制度を導入した場合は一単元の株式数）未満の部分についてはこれを切り捨て、株式は割り当

てられないものとする。かかる端数等の切り捨てについて金銭による調整は行わない。

⑥　新株予約権者が死亡した場合には、その相続人は本新株予約権を行使することはできない。但し、当社が取

締役会の決議により特に行使を認めた場合はこの限りではない。

⑦　上記①乃至⑥の定めにかかわらず、新株予約権者は、当社の普通株式が TOKYOPRO Market を除く金融証券

取引所に上場していない場合は、本新株予約権を行使することができないものとする。

５．新株予約権の取得に関する事項

当社は、以下の事由が生じた未行使の本新株予約権の全部又は一部を、当社の取締役会の決議により別途定める

日をもって無償で取得することができる。なお、当該新株予約権の一部を取得する場合は、取締役会の決議によ

り取得する新株予約権を決定する。

①　当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案、

又は当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案につき当社株主総会で承認された場

合（株主総会決議が不要の場合は、当社の取締役会の決議がなされた場合）

②　新株予約権者が権利行使の条件を充たさなくなった場合

③　新株予約権者が当社所定の書面により新株予約権の全部又は一部を放棄した場合

６．組織再編行為の際の新株予約権の取り扱い

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以上

を総称して、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点において残存す

る本新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第

236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条

件に基づきそれぞれ交付する。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新

たに発行する。但し、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併

契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限る。

①　交付する再編対象会社の新株予約権の数

本新株予約権の新株予約権者が保有する本新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

②　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記（注）１．に準じて決定する。
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区分
最近中間会計期間末現在

（2025年６月30日）
公表日の前月末現在
（2025年８月31日）

新株予約権の数（個） 160 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 16,000(注)２ 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円） 2,255(注)３，４ 同左

新株予約権の行使期間
自 2027年６月10日

　至 2035年６月９日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　2,255

資本組入額　1,127.5
同左

新株予約権の行使の条件 （注）５ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
当社取締役会の決議による

承認を要するものとする
同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）７ 同左

調整後払込金額　＝　調整前払込金額　×
１

分割・併合の比率

④　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、上記（注）２．で定められる行使価額を組織

再編行為の条件等を勘案の上、調整して得られる再編後払込金額に上記６．③に従って決定される当該新株予約

権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。

⑤　新株予約権を行使することができる期間

上記表の「新株予約権の行使期間」に定める行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうち、いずれか遅い

日から、上記表の「新株予約権の行使期間」に定める行使期間の満了日までとする。

⑥　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記表の「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額(円)」に準じて決定す

る。

⑦　譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要する。

⑧　新株予約権の行使の条件

上記（注）４．に準じて決定する。

⑨　新株予約権の取得事由および条件

上記（注）５．に準じて決定する。

第５回新株予約権（2025年６月９日 取締役会決議）

（注）１．本新株予約権は、新株予約権１個につき1,860円にて有償発行しております。

２．新株予約権の割当日後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により付与株式数を調整、調整

の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てるものとする。

調整後付与株式数　＝　調整前付与株式数　×　分割・併合の比率

３．新株予約権の割当日後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整

により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

４．新株予約権の割当日後に時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式に

より払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。
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調整後払込金額　＝　調整前払込金額　×
既発行株式数＋

新規発行株式数金額×１株当たり払込金額

１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行株式数

年度 売上総利益

2025年12月期 4,000,000,000円

2026年12月期 5,200,000,000円

2027年12月期 6,760,000,000円

５．新株予約権の行使の条件は以下のとおりであります。

①　当社の取締役又は従業員として新株予約権の割当を受けた者は、当社又は当社子会社（会社法第２条第３号

に定める子会社を意味する。以下同じ。）の取締役又は従業員のいずれの地位をも有しなくなった場合は、本新

株予約権を行使することができない。但し、任期満了による退任、定年退職、会社都合による退職（懲戒解雇を

除く。）等正当な事由により上記地位を失った場合において、当社が取締役会の決議により、特に新株予約権の

行使を認めた者については、この限りではない。

②　本新株予約権の行使は、行使しようとする本新株予約権又は新株予約権者について取得事由が発生していな

いことを条件とし、取得事由が生じた本新株予約権の行使は認められないものとする。但し、当社が取締役会の

決議により特に行使を認めた場合はこの限りでない。

③　本新株予約権の行使は１新株予約権単位で行うものとし、各新株予約権の一部の行使は認められないものと

する。

④　本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式数を超過することとなる

ときは、当該本新株予約権の行使は認められないものとする。

⑤　新株予約権者が１個又は複数の本新株予約権を行使した場合に、当該行使により当該新株予約権者に対して

発行される株式数は整数（当社が単元株制度を導入した場合は一単元の株式数の整数倍）でなければならず、１

株（当社が単元株制度を導入した場合は一単元の株式数）未満の部分についてはこれを切り捨て、株式は割り当

てられないものとする。かかる端数等の切り捨てについて金銭による調整は行わない。

⑥　新株予約権者が死亡した場合には、その相続人は本新株予約権を行使することはできない。但し、当社が取

締役会の決議により特に行使を認めた場合はこの限りではない。

⑦　本新株予約権は、以下の各号の条件をいずれも満たした場合に限り行使することができる。なお、連結財務

諸表を作成している場合は、連結ベースの売上総利益を対象とし、個別財務諸表のみ作成している場合は、個別

ベースの売上総利益を参照する。

2025年12月末日、2026年12月末日及び2027年12月末日に終了する当社の各事業年度における売上総利益

が、以下の目標数値を2期以上上回ること。

＜目標数値＞

⑧　上記①乃至⑦の定めにかかわらず、新株予約権者は、当社の普通株式が TOKYOPRO Market を除く金融証券

取引所に上場していない場合は、本新株予約権を行使することができないものとする。

６．新株予約権の取得に関する事項

当社は、以下の事由が生じた未行使の本新株予約権の全部又は一部を、当社の取締役会の決議により別途定める

日をもって無償で取得することができる。なお、当該新株予約権の一部を取得する場合は、取締役会の決議によ

り取得する新株予約権を決定する。

①　当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案、

又は当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案につき当社株主総会で承認された場

合（株主総会決議が不要の場合は、当社の取締役会の決議がなされた場合）

②　新株予約権者が権利行使の条件を充たさなくなった場合

③　新株予約権者が当社所定の書面により新株予約権の全部又は一部を放棄した場合

７．組織再編行為の際の新株予約権の取り扱い

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以上

を総称して、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点において残存す

る本新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第

236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条

件に基づきそれぞれ交付する。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新
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たに発行する。但し、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併

契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限る。

①　交付する再編対象会社の新株予約権の数

本新株予約権の新株予約権者が保有する本新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

②　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記（注）２．に準じて決定する。

④　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、上記（注）３．で定められる行使価額を組織

再編行為の条件等を勘案の上、調整して得られる再編後払込金額に上記７．③に従って決定される当該新株予約

権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。

⑤　新株予約権を行使することができる期間

上記表の「新株予約権の行使期間」に定める行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうち、いずれか遅い

日から、上記表の「新株予約権の行使期間」に定める行使期間の満了日までとする。

⑥　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記表の「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額(円)」に準じて決定す

る。

⑦　譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要する。

⑧　新株予約権の行使の条件

上記（注）５．に準じて決定する。

⑨　新株予約権の取得事由および条件

上記（注）６．に準じて決定する。

（３）【ＭＳＣＢ等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

年月日
発行済株式総

数増減（株）

発行済株式総

数残高（株）

資本金増減額

（千円）

資本金残高

（千円）

資本準備金増

減額（千円）

資本準備金残

高（千円）

2025年１月28日

（注２）
700 2,000,700 315 16,815 315 7,815

2025年６月30日

（注１）
25,100 2,025,800 28,300 45,115 28,300 36,115

2025年６月30日

（注２）
7,500 2,033,300 3,375 48,490 3,375 39,490

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

（注）１．有償第三者割当

発行価格　　56,600,500円

資本組入額　28,300,250円

割当先　当社取締役２名及び従業員18名

２．新株予約権の行使による増加であります。
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氏名又は名称 住所 所有株式数（株）
株式総数に対する所
有株式数の割合

（％）

河田　憲二 東京都江戸川区 1,568,200 77.13

内木場　隼 東京都港区 370,000 18.20

井口　亮 東京都江東区 21,500 1.06

上総　尚吾 東京都江戸川区 20,500 1.01

行田　耕介 東京都江東区 20,000 0.98

仲川　周 東京都千代田区 9,700 0.48

大友　裕樹 東京都千代田区 2,200 0.11

原　正行 東京都江東区 2,200 0.11

鈴木　洋輝 茨城県つくば市 2,200 0.11

原　裕太郎 東京都江戸川区 2,200 0.11

小野瀬　晃祐 埼玉県蕨市 2,200 0.11

石田　遼介 神奈川県横浜市 2,200 0.11

計 － 2,023,100 99.40

（６）【大株主の状況】

2025年６月30日現在
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2025年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他）
普通株式

2,033,300
20,333

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式であ

り、単元株式数は

100株であります。

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 2,033,300 － －

総株主の議決権 － 20,333 －

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

②【自己株式等】

該当事項はありません。

月別 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高（円） － － － － － －

最低（円） － － － － － －

２【株価の推移】

【最近６月間の月別最高・最低株価】

(注)１．最高・最低株価は、東京証券取引所TOKYO PRO Marketにおける取引価格であります。

２．2025年１月から６月においては売買実績がありません。

役職名 氏名 退任年月日

取締役 内木場　隼 2025年７月10日

３【役員の状況】

前事業年度の発行者情報公表日後、本発行者情報の公表日までの役員の異動は、次のとおりであります。

（１）退任役員

（２）異動後の役員の男女別人数及び女性の比率

男性７名　女性１名（役員のうち女性の比率12.5％）
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第６【経理の状況】

１．中間財務諸表の作成方法について

(1）当社の中間財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（1963年大蔵省令第59号）に基

づいて作成しております。

当社の中間財務諸表は、第一種中間財務諸表であります。

(2）当社の中間財務諸表は、株式会社東京証券取引所の「特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例の施行

規則」第116条第３項で認められた会計基準のうち、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して作成しております。

２．監査証明について

当社は、株式会社東京証券取引所の「特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例」第128条第３項の規定

に基づき、当中間会計期間（2025年１月１日から2025年６月30日まで）の中間財務諸表について、新月有限責任監査

法人の期中レビューを受けております。

３．中間連結財務諸表について
「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（1976年大蔵省令第28号）第95条第２項により、当社で

は、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の財政状

態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を誤らせない程度に重要性が乏しいものとして、

中間連結財務諸表は作成しておりません。

なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

資産基準 　　　　0.3％

売上高基準 　　　0.0％

利益基準 　　　　0.0％

利益剰余金基準 　0.0％
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（単位：千円）

前事業年度
（2024年12月31日）

当中間会計期間
（2025年６月30日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,415,541 2,009,636

販売用不動産 399,310 397,417

仕掛販売用不動産 319,954 391,735

貯蔵品 2,721 3,220

前渡金 7,520 17,101

その他 73,084 108,059

流動資産合計 2,218,132 2,927,170

固定資産

有形固定資産 248,560 284,940

無形固定資産 260 251

投資その他の資産

長期前払費用 36,203 34,137

その他 143,477 158,962

投資その他の資産合計 179,680 193,100

固定資産合計 428,502 478,292

資産合計 2,646,634 3,405,462

【中間財務諸表等】

（１）【中間財務諸表】

①【中間貸借対照表】
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（単位：千円）

前事業年度
（2024年12月31日）

当中間会計期間
（2025年６月30日）

負債の部

流動負債

短期借入金 261,316 159,140

１年内償還予定の社債 46,600 46,600

１年内返済予定の長期借入金 178,894 302,242

未払金 101,483 155,203

未払費用 205,446 267,140

未払法人税等 93,704 157,670

その他 82,626 65,315

流動負債合計 970,071 1,153,312

固定負債

社債 203,400 180,100

長期借入金 481,990 631,234

資産除去債務 78,026 88,507

その他 2,731 7,810

固定負債合計 766,148 907,652

負債合計 1,736,220 2,060,964

純資産の部

株主資本

資本金 16,500 48,490

資本剰余金

資本準備金 7,500 39,490

資本剰余金合計 7,500 39,490

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 885,528 1,255,334

利益剰余金合計 885,528 1,255,334

株主資本合計 909,528 1,343,314

新株予約権 886 1,183

純資産合計 910,414 1,344,498

負債純資産合計 2,646,634 3,405,462
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（単位：千円）

前中間会計期間
（自　2024年１月１日
　至　2024年６月30日）

当中間会計期間
（自　2025年１月１日
　至　2025年６月30日）

売上高 2,216,630 3,512,466

売上原価 1,336,875 1,577,354

売上総利益 879,754 1,935,111

販売費及び一般管理費 ※１　　710,595 ※１　　1,396,311

営業利益 169,159 538,800

営業外収益

受取利息 2 401

受取配当金 2 4

補助金収入 - 6,600

その他 2,124 985

営業外収益合計 2,129 7,990

営業外費用

支払利息 8,764 12,094

支払手数料 5,239 7,179

その他 178 -

営業外費用合計 14,182 19,273

経常利益 157,105 527,517

税引前中間純利益 157,105 527,517

法人税等 46,733 157,712

中間純利益 110,372 369,805

②【中間損益計算書】
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（単位：千円）

前中間会計期間
（自　2024年１月１日

至　2024年６月30日）

当中間会計期間
（自　2025年１月１日

至　2025年６月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前中間純利益 157,105 527,517

減価償却費 8,353 21,734

受取利息及び受取配当金 △4 △405

支払利息 8,764 12,094

棚卸資産の増減額（△は増加） 232,132 △70,851

前渡金の増減額（△は増加） △14,310 △9,581

前払費用の増減額（△は増加） △37,524 △41,410

長期前払費用の増減額（△は増加） 1,976 3,525

未払金の増減額（△は減少） 2,166 69,541

未払費用の増減額（△は減少） 3,900 67,298

未払又は未収消費税等の増減額 6,528 △16,452

預り金の増減額（△は減少） △2,224 △511

前受金の増減額（△は減少） △1,163 △914

その他 8,832 9,682

小計 374,534 571,266

利息及び配当金の受取額 4 405

利息の支払額 △8,875 △12,191

法人税等の支払額 △123,243 △93,778

営業活動によるキャッシュ・フロー 242,419 465,702

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △10,000 -

有形固定資産の取得による支出 △26,005 △56,781

敷金及び保証金の差入による支出 △37,182 △13,900

敷金及び保証金の回収による収入 96 2,483

資産除去債務の履行による支出 - △8,470

その他 △2,216 △457

投資活動によるキャッシュ・フロー △75,307 △77,125

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 109,410 △102,176

社債の償還による支出 △10,000 △23,300

長期借入れによる収入 105,973 414,125

長期借入金の返済による支出 △459,473 △147,408

株式の発行による収入 - 56,600

新株予約権の行使による株式の発行による収入 - 7,380

新株予約権の発行による収入 - 297

財務活動によるキャッシュ・フロー △254,089 205,518

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △86,977 594,094

現金及び現金同等物の期首残高 811,359 1,405,541

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※１　　724,382 ※１　　1,999,636

③【中間キャッシュ・フロー計算書】
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【注記事項】

（中間財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当中間会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効

税率を合理的に見積り、税引前中間純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

前中間会計期間
（自　2024年１月１日

至　2024年６月30日）

当中間会計期間
（自　2025年１月１日

至　2025年６月30日）

給料手当 180,800千円 337,353千円

（中間損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

前中間会計期間
（自　2024年１月１日

至　2024年６月30日）

当中間会計期間
（自　2025年１月１日

至　2025年６月30日）

現金及び預金 734,382千円 2,009,636千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △10,000千円 △10,000千円

現金及び現金同等物 724,382 1,999,636

（中間キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（金融商品関係）

借入金は、当社の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、中間貸借対照表計上額に前事業年度末

日と比較して著しい変動が認められますが、当中間会計期間末の貸借対照表計上額と時価との差額及び前事業年

度に係る貸借対照表計上額と時価との差額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前中間会計期間（自　2024年１月１日　至　2024年６月30日）

当社は不動産事業の単一セグメントのため、記載は省略しております。

当中間会計期間（自　2025年１月１日　至　2025年６月30日）

当社は不動産事業の単一セグメントのため、記載は省略しております。

前中間会計期間

（自　2024年１月１日

　　至　2024年６月30日）

当中間会計期間

（自　2025年１月１日

　　至　2025年６月30日）

不動産売買事業 2,039,693 2,943,837

その他不動産関連事業 160,822 564,534

顧客との契約から生じる収益 2,200,516 3,508,372

その他の収益 16,113 4,094

外部顧客への収益 2,216,630 3,512,466

（収益認識関係）

１. 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

（注）「その他の収益」はリース取引に関する会計基準に基づく収益であります。
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前中間会計期間
（自　2024年１月１日
　至　2024年６月30日）

当中間会計期間
（自　2025年１月１日

至　2025年６月30日）

（１）１株当たり中間純利益 55円19銭 184円83銭

（算定上の基礎）

中間純利益（千円） 110,372 369,805

　普通株主に帰属しない金額（千円） － －

　普通株式に係る中間純利益（千円） 110,372 369,805

　普通株式の期中平均株式数（株） 2,000,000 2,000,776

（２）潜在株式調整後１株当たり中間純利益 54円40銭 182円08銭

（算定上の基礎）

　中間純利益調整額（千円） － －

　普通株式増加数（株） 28,753 30,210

　（うち新株予約権（株）） （28,753） （30,210）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり中間純利益の算定に含めなかった

潜在株式で、前事業年度末から重要な変動が

あったものの概要
新株予約権１種類

（新株予約権の数 116,460個）

2025年６月９日開催の取締役会

決議による第４回新株予約権

新株予約権の数　120個

（普通株式　　　12,000株）

2025年６月９日開催の取締役会

決議による第５回新株予約権

新株予約権の数　160個

（普通株式　　　16,000株）

（１株当たり情報）

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のと

おりであります。
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項目
前中間会計期間

（自　2024年１月１日
　至　2024年６月30日）

当中間会計期間
（自　2025年１月１日

至　2025年６月30日）

１株当たり中間純利益 13円80銭 46円21銭

潜在株式調整後１株当たり中間純利益 13円60銭 45円52銭

新株予約権の名称 調整前行使価額 調整後行使価額

第１回新株予約権 900円 225円

第２回新株予約権 900円 225円

第３回新株予約権 1,059円 265円

第４回新株予約権 2,255円 564円

第５回新株予約権 2,255円 564円

（重要な後発事象）

（株式分割及び株式分割に伴う定款の一部変更）

当社は、2025年９月17日開催の取締役会において、株式分割及び株式分割に伴う定款の一部変更について決議い

たしました。

１．株式分割の目的

当社株式の投資単位当たりの金額を引き下げ、株式の流動性の向上と投資家層の拡大を図ることを目的として

おります。

２．株式分割の概要

（１）株式分割の方法

2025年10月13日（同日は株主名簿管理人の休業日につき、実質は2025年10月10日）を基準日として、同日の

最終の株主名簿に記載又は記録された株主の所有する当社普通株式を１株につき４株の割合をもって分割いた

します。

（２）株式分割により増加する株式数

① 株式分割前の発行済株式総数　　　　　　　 2,033,300株

② 株式分割により増加する株式数　　　　　　 6,099,900株

③ 株式分割後の発行済株式総数　　　　　　　 8,133,200株

④ 株式分割後の発行可能株式総数　　　　　　32,000,000株

（３）株式分割の日程

① 基準日公告日　　　　　　　　　　　　　2025年９月23日

② 株式分割の基準日　　　　　　　　　　　2025年10月13日

③ 株式分割の効力発生日　　　　　　　　　2025年10月14日

（４）１株当たり情報に及ぼす影響

当該株式分割が前事業年度の期首に行われたと仮定した場合の１株当たり情報は、以下のとおりでありま

す。

（５）その他

① 今回の株式分割に際して、資本金の額に変更はありません。

② 新株予約権の行使価額の調整

今回の株式分割に伴い、2025年10月14日以降に行使する新株予約権の１株当たりの行使価額を以下

のとおり調整いたしました。
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現行定款 変更後定款

（発行可能株式総数）

第６条　当会社の発行可能株式総数は、

800万株とする。

（発行可能株式総数）

第６条　当会社の発行可能株式総数は、

3,200万株とする。

３．定款の一部変更

（１）定款変更の理由

今回の株式分割に伴い、会社法第184条第２項の規定に基づき、2025年10月14日をもって、当社定款第６条

に定める発行可能株式総数を変更しております。

（２）定款変更の内容

（下線は変更部分を示します。）

（３）変更の日程

効力発生日　　　2025年10月14日
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（２）【その他】

該当事項はありません。
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第７【外国為替相場の推移】
該当事項はありません。
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第二部【特別情報】

第１【外部専門家の同意】
　　 該当事項はありません。
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独立監査人の中間財務諸表に対する期中レビュー報告書

新月有限責任監査法人

東京都中央区

2025年 9月 30日

株式会社AlbaLink

取締役会 御中

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員

螂会計士イた7寺明メケ
螂会計士狩 千み

監査人の結論

当監査法人は、株式会社東京証券取引所の特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例第

128条第 3項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社AlbaLinkの2025年 1月 1日 か

ら2025年 12月 31日 までの第15期事業年度の中間会計期間 (2025年 1月 1日 から2025年 6月 30日 まで)

に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間キャッシュ・フロー計算書

及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社AlbaLinkの 2025年 6月 30日現在の財政状態並

びに同日をもつて終了する中間会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかつた。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レ

ビューを行った。期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間財務諸表の期中レビュー

における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に

従つて、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監

査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

中間財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間財務

諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間

財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること

が含まれる。

中間財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間財務諸表を作成するこ

とが適切であるかどうかを評価 し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基

づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監

視することにある。



中間財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の

立場から中間財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従つて、期中レビュ

ーの過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その

他の期中レビュー手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重
要な不確実性が認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間財務諸表において、

我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていない

と信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確

実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間財務諸表の注記事項に注意を喚起する

こと、又は重要な不確実性に関する中間財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間財務諸表に

対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュ

ー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業とし

て存続できなくなる可能性がある。

。 中間財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含め

た中間財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に

表示していないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビ

ュー上の重要な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定

を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を

除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセー

フガー ドを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。

上以


